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1. はじめに 

 わが国では、今世紀前半にも南海トラフ沿いで巨大地

震が発生する可能性が高いとされており、それに伴い津

波による被害が予測されるため対策が必要である。また、

気候変動などにより大雨の発生回数が増加しており、洪

水対策も欠かすことができない。一方、わが国では 2004

年をピークに人口減少が見込まれており、持続可能な都

市を理念とするコンパクトシティの重要性が注目されて

いる。しかし、現在多くの都市では海岸沿いや河川区域

周辺に市街地が形成され、津波・洪水に対して脆弱なケ

ースが多い。 

そこで本研究では、津波や大雨による洪水の被害リス

クが都市内の人口分布に及ぼす影響が分析可能なモデル

を構築し、愛知県豊橋市を対象として、構築したモデル

を用いて津波・洪水対策を考慮したコンパクトシティ施

策が将来の人口分布に及ぼす影響を分析する。 

 

2. 人口分布推計モデル 

モデルは今井ら(2016)1)を参考に構築する。モデルの

フローを図－１に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
図－１ 人口分布推計モデルのフロー 

 

各世帯の転居地域の選択確率は(1)、(2)式に示すとお

り、転居先における効用水準を基にロジットモデルで表

現できると仮定する。 

 

 

                               

ここで、上添字 t は年度、下添字 i は地域、k は住居タ

イプ(戸建て持ち家、集合住宅賃貸など)を表す。また、

P は転居先地域選択確率、E(u)は期待効用水準、 τ はそ

の他の効用、rは地代(賃貸住宅の場合は家賃)、Iは所得、

Zn は n 番目の住環境評価指標、FR は洪水リスク指標、

TR は津波リスク指標を表す。 

地代(家賃)によって 1世帯あたりの住宅地(床)需要面

積が変化すると仮定し、住宅地(床)需要量は、1 世帯あ

たりの需要面積に各ゾーンへの転入世帯数を掛け合わせ

ることで求められる。(3)、(4)、(5)式に住宅地(床)需要

量の決定式を示す。 

(3) 

                                  

(4) 

                       

(5) 

ここで、Dは住宅地(床)需要量、Lは 1 世帯あたりの需要

面積、yは所得、Nは転入世帯数、NTは転居意思ありの総

世帯数である。 

 また、(6)式のとおり、地代・賃貸によって供給面積が

変化すると仮定する。 

                    

(6) 

  

ここで、S は住宅地(床)供給面積、 S は供給可能面積で

ある。 

 (7)式のとおり、住宅地床市場で需要と供給が均衡し、

各ゾーンの市場均衡価格（地代・家賃）が決定される。 

                                     (7) 

 

3. 住環境評価指標 

 (2)式における Zn(住環境評価指標)については、既往

研究を参考に、Z1 を最寄り駅までの所要時間(徒歩)、Z2

をスーパーまでの所要時間(車)、Z3 を小学校までの所要

時間(徒歩)、Z4 を総合病院までの所要時間(車)、Z5 を

JR 豊橋駅までの所要時間(車)とする。 

 

4. データ収集 

4.1 概要 
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図－１ 人口分布推計モデルのフロー 
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対象地域は、豊橋市域のうち市街化区域とする。分析

の単位地域は世界測地計 500ｍメッシュ(供給可能面積

が 0 のメッシュを除く 311 メッシュ)とする。モデルの構

築、将来の人口分布推計にあたっては、将来各年の供給

可能面積などの各変数、初年次の地代・家賃をメッシュ

毎に設定する必要がある。 

4.2 住宅地代の推計 

地代については(9)式の地価関数を推定し、その推定

結果と(8)式から推計する。 

(8 

(9)                                                                                                                                                                                                                           

 ここで、rは地代、Rは地価、intは利子率、X1は最寄り

駅までの距離、X2は豊川ICまでの距離、X3は豊橋駅ダミ

ー、X4は市街化区域ダミー、X5は住宅地ダミーとする。

豊橋市の地価公示データを用い、パラメータ推定を行っ

た結果を表－１に示す。 

表－１ 地価関数のパラメータ推定結果 

 

 

 

 

5. パラメータの設定 

5.1 効用関数 

(2)式のパラメータ推定は、豊橋市の住民を対象とす

るプロファイルアンケート調査の個票データを用いて住

居タイプ別に行う。図－２にプロファイルアンケート調

査票の例を示す。 

 

 

 

 

 

 

また、表－２に効用関数の推定結果を示す。 

表－２ 効用関数の推定結果 

 

 
 

 

  

 
なお、アンケート調査は 2016 年 11 月にポスティング

配布・郵送回収で実施し、配布数 2400 部、回収数 351

部（回収率 14.6%）、有効回答数 223 部（有効回答率 9.3%）

であった。 

5.2 その他 

(4)式の土地需要関数のパラメータ b は、平均土地需要

量と平均土地面積が同じになるように設定した。 

 

 

 

6. 津波・洪水対策を考慮したコンパクトシティ 

施策の影響分析 

現在、豊橋市は、コンパクトな都市への転換を目標に、

都市機能誘導区域と居住誘導区域を定める立地適正化計

画の策定を進めている。 

本研究では、人口集積の現状と津波・洪水リスクを踏

まえて居住誘導区域を設定し、誘導区域に転居する際に

補助金（戸建ての場合 100 万円/m2、賃貸の場合 1 万円/

月）を給付するソフト施策、誘導区域の津波・洪水リス

クを 0 にするハード施策の組み合わせが将来の人口分布

に及ぼす影響を分析する。図－３に 2040 年の施策有無に

よる世帯数の増減比率を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

7. まとめ 

本研究では、津波・洪水対策やコンパクトシティ施策

が都市内人口分布に及ぼす影響が検討可能なモデルを構

築し、愛知県豊橋市を対象に将来の人口分布への影響を

分析した。 

今後の課題として、今回の分析結果を踏まえたソフ

ト・ハード施策の費用便益分析、最適な施策の検討が挙

げられる。 
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図－２ プロファイルアンケート調査票例(戸建て) 

 

 

intRr ⋅=
),,,,(f 54321 XXXXXR =

定数項 X 1 X 2 X 3 X 4 X 5 R2

100,250.18 -2.3094 -0.4212 -11,038.24 -37,028.75 -1,232.13

(-29.08**) (-4.85**) (-2.13**) (-2.93**) (-8.57**) (-0.79)

注：( )内はt値。**：1％有意、*：10％有意。
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での所要時
間(徒歩)
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小学校まで
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(徒歩)

総合病院ま
での所要時
間(車)

JR豊橋駅ま
での所要時
間(車)

津波リスク
洪水による
想定最大浸
水深

1ｍ2あたり
の地価

回答欄
(←住みたくない

住みたい→)

例 5分 5分 5分 5分 5分 あり 0ｍ 6万円 1 2 3 4 5   

1 5分 5分 5分 5分 5分 あり 0ｍ 6万円 1 2 3 4 5   
2 5分 10分 10分 10分 15分 あり 0.5ｍ 8万円 1 2 3 4 5   
3 5分 20分 15分 20分 25分 あり ２ｍ 10万円 1 2 3 4 5   

⋮ ⋮ ⋮ ⋮ ⋮ ⋮ ⋮ ⋮ ⋮ ⋮

r I Z 1 Z 2 Z 3 TR FR D20 D30 D40
-0.4142 0.3383 -0.0681 -0.0142 -0.0241 -0.7626 -0.2599 -0.3796 0.3720

(-1.76**) (2.32**) (-5.66**)(-2.35**)(-2.00**)(-7.74**)(-4.49**) (-3.15**) (2.09**)
-0.5193 0.0010 -0.1397 -0.0315 -0.0449 -0.4096 -0.1719 -0.6595 0.3852

(-3.60**) (1.94**) (-7.24**)(-3.25**)(-2.32**)(-2.58**)(-1.84**)(-2.80**) (1.40**)
-1.5597 -0.0476 -0.0213 -0.8084 2.0548 0.7504

(-4.85**) (-2.29**)(-2.04**) (-4.74**) (8.68**) (3.29**)
注：（　）内はt値。　　**：5％有意。
D20は20代ダミー、D30は30代ダミー、D40は40代ダミー。
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図－３ 2040 年の施策有無による世帯数の増減比率 

表－３ その他のパラメータ設定結果 

戸建て 賃貸(～50m2) 賃貸(50～m2)
b 0.418426 0.059966 0.105299

km 

(8) 

 (9) 

 


